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日本政策投資銀行（Development Bank of Japan=DBJ)プロフィール

設立
2008年 （平成20年）10月1日（旧日本開発銀行 1951年（昭和26年）設立）

（旧北海道東北開発公庫 1956年（昭和31年）設立）
（旧日本政策投資銀行 1999年（平成11年）設立）

代表取締役社長 柳 正憲

職員数 1,192名（2017年3月末）

資本金 1兆4億24百万円

本店所在地 〒100-8178 東京都千代田区大手町一丁目9番6号

URL http://www.dbj.jp/

支店・事務所等 支店10ヵ所、事務所8ヵ所、海外駐在員事務所1ヵ所、海外現地法人3ヵ所

総資産額 16兆4,225億円（2017年3月末）

貸出金残高 13兆2,101億円（2017年3月末）

総自己資本比率 16.24%（バーゼルⅢベース、国際統一基準） （2017年3月末）

発行体格付 A1 (Moody's)、A(S&P)、AA (R&I)、AAA (JCR)
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融資部門 投資部門

コンサルティング／アドバイザリー部門

中長期融資やプロジェクトファイナンスなどの
仕組み金融および劣後融資の提供

中長期融資
シンジケート・ローン
ABL（Asset Based Lending:資産担保融資）
DIPファイナンス
プロジェクトファイナンス/
ストラクチャードファイナンス
私募債等
アセットファイナンス（不動産）
メザニンファイナンス

メザニンファイナンスやエクイティなどの
リスクマネーの供給

エクイティ
LBO/MBO
メザニンファイナンス

仕組み金融のアレンジャー、M&Aのアドバイザー、
産業調査機能や環境・技術評価等のノウハウの提供

M&Aアドバイザリーサービス
技術事業化支援センター
大手町イノベーション･ハブ（iHub）
女性起業サポートセンター

投融資一体型の
金融サービス

サービスのご案内

DBJの金融
面での特色
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サステナビリティ経営 ～経済価値と社会価値の両立～

セクター
戦略

【 産業 】 【 インフラ 】
 新技術・新事業
 再編
 海外展開

 エネルギー
 運輸・交通
 都市開発

機能
戦略

アセット
マネジメント

危機対応

顧客

投融資

アドバイ
ザリー

エリア
戦略

【 地域 】 【 海外 】

財務
資本

人的・
知的
資本

関係
資本

社会
資本

株主資本
借入

人材
調査、審査
組織、プロセス、
ICT

ブランド、
レピュテーション
リレーション、
ネットワーク

自然環境
産業・地域インフラ
金融システム・
金融市場

財務価値の
創造

非財務価値
の創造

お客様
地域
従業員
金融市場
投資家
株主 等

DBJグループが目指すサステナビリティ経営とは、投融資一体などの特色を活かしたビジネスモデルに基づく事業活動を通じて、投入
する有形・無形の経営資源の価値を高め、経済価値と社会価値の両立を実現するとともに、ステークホルダーとの対話を通じて、価
値創造プロセスの継続的な改善に努めることで、持続可能な社会の実現に貢献していく取り組みです。

DBJグループのビジネスモデル DBJグループの経営資源

リスク・アペタイト
に沿った事業活動

各種資本価値の
増加・変換

長期にわたる
財務価値創造
能力に影響サステナビリティ

経営
経済価値と
社会価値の
両立

ステーク
ホルダー

統
合
報
告

経営資源の投入

経営活動の成果

ステーク
ホルダー・
コミュニ
ケーション

DBJグループについて
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組織図
株主総会

経営会議

事務所 ： 函館、釧路、青森、富山、松江、岡山、松山、大分 海外駐在員事務所 ： ニューヨーク 海外現地法人： DBJ Singapore Limited, DBJ Europe Limited,  政投銀投資諮詢(北京)有限公司
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会社情報

本支店・事務所・海外事務所等
• 本店

• 支店（10カ所）

• 事務所（8カ所）

• 海外駐在員事務所（1カ所）

• 海外現地法人（3カ所）

DBJ Europe Limited

ニューヨーク駐在員事務所

政投銀投資諮詢（北京）有限公司
（支社：上海分公司）

DBJ Singapore Limited

本店

北海道支店

東北支店

新潟支店

北陸支店

東海支店

関西支店

中国支店

四国支店

九州支店

南九州支店

函館事務所

釧路事務所

青森事務所富山事務所
松江事務所

岡山事務所

松山事務所

大分事務所
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具体的な取組事例紹介
～この他にも地方創生の観点から森林資源活用等の研究など幅広く取組中

1. ＤＢＪ評価認証型融資の取組について～本日は環境格付について説明
⇒産業界が自ら取り組むサステナビリティ施策を客観的に評価し、後押し

２. ＤＢＪ Green Building 認証
⇒不動産業界・街づくりにおけるサステナビリティ推進とESG投資の後押し

３. ＤＢＪ社会的責任投資債（SRIボンド）発行
⇒ 2014年ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ発行、2015年よりSRIﾎﾞﾝﾄﾞを毎年発行

４. グリーンインフラに関する研究をスタート
⇒従来型のｸﾞﾚｲｲﾝﾌﾗ（ｺﾝｸﾘｰﾄを中心としたもの）に加え、自然の植生・土壌（都市
緑地）を活用したｸﾞﾘｰﾝｲﾝﾌﾗを我が国の街づくりに導入する可能性を研究

５. 人口減少下・財政制約下での公共ｲﾝﾌﾗの再構築の方向性の検討
⇒PFI/PPP/ｺﾝｾｼｮﾝ等民間ﾉｳﾊｳ、民間資金導入のルートづくり
⇒自治体によるポスト公共施設等総合管理計画の取組へのサポート

６．我が国水道事業の課題の研究と対案の検討
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1.-① ＤＢＪ評価認証型融資の取組について

ＤＢＪ評価認証型融資 ご融資利用のメリット

1. 金利メリット
（格付に応じて金利を優遇）

2. 内部管理への活用
（取り組みの第三者評価、見える化、相対化）

3. CSR面のPR効果
（ステークホルダーへのアピール）

意義体系

責任ある金融

 社会や顧客の課題解決、価値向上

 財務情報のみならず、非財務情報を積極的に取り込むこ
とで、企業価値をより適切に評価する

健康経営格付
（人的生産性リスク）

BCM格付
（事業継続リスク）

環境格付
（環境リスク）

本日のご説明
対象
2004年開始、
世界初

2017年3月末まで実績累計：960件 1兆6,630億円
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1.-② DＢＪ環境格付導入の背景

 2003年10月20・21日（月・火） 開催

テーマ 「金融が持続可能な社会と価値の実現に向けて果たす役割」
 アジアで初めて開催されたUNEP FIの最重要会議

 国内外の主要な金融機関、国際機関、NGO・NPO等30カ国100機関から約490名が参加

 東京会議閉会に際し、世界各国のUNEP FI署名機関の総意として、
コンファレンス・ステートメント【東京原則】を発表。

UNEP…（United Nations Environment Programme 国連環境計画）:
1972年に設立された環境にかかる啓発活動、情報提供などを行う国連の組織

UNEP FI…（Finance Initiatives 金融イニシアティブ）: 
UNEPと金融関係機関との自主的協定に基づき、1992年に発足した任意団体

UNEP FI 2003 Global Roundtable 東京会議

コンファレンス・ステートメント【東京原則】内容

1. 環境に配慮した投融資対象の選定

2. 環境に資する金融商品の開発

3. 最適なガバナンス体制整備

4. ステークホルダーとの対話
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1.-③ ＤＢＪ環境格付融資 スクリーニングの概要

分野 評価項目

経営全般事項

A コーポレートガバナンス

B リスクマネジメント

C 社会性項目

D マテリアリティの特定

E KPIの選定

F ステークホルダーとの対話

事業関連事項

G 環境に配慮した製品・サービス

H プロセスにおける環境配慮

I サプライチェーン

J 次世代のエコプロ開発の展望と体制

K 総合評価

パフォーマンス
関連事項

L 地球温暖化対策

M 資源有効利用対策

N 水資源対策

O ＫＰＩへのコミットメント

 環境配慮を始めとする、サステナブル経営における重要課
題の取り組み及び財務情報との融合的情報開示を評価

 ｢経営全般｣｢事業関連｣｢パフォーマンス 関連｣の3分野、合
計約120項目、250点満点

 業種特性を勘案し、業種毎に設問を組み替えたスクリーニ
ングシートを用意

 外部有識者のアドバイスを得ながら、毎年改良作業を実施

 スクリーニングシート概要（2017年度版、製造業）
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1.-④ ＤＢＪ環境格付融資 ランクの区切り（合計250点）

ロゴマーク 大企業 中堅・中小企業

ランクＡ 160点以上

ランクＢ 140点以上160点未満

ランクＣ 100点以上140点未満 80点以上140点未満

ランクＤ 80点以上100点未満 60点以上80点未満

対象外 - 80点未満
60点未満
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1.-⑤ ＤＢＪ環境格付融資 ご利用企業様（直近事例（一部））
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1.-⑥ ＤＢＪ環境格付融資 ロゴマーク等のご利用事例

古河機械金属様 HP
「環境保全活動」

近鉄グループホールディングス様
「CSRレポート2015」

東燃ゼネラル石油様 HP
「環境への取り組み」

大和ハウス工業様 HP 
「ニュースリリース」

住友化学様 HP
「ニュースリリース」

日立キャピタル様
「日立キャピタルレポート2015」
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2.-① DBJ Green Building認証制度とは

DBJ Green Building認証とは、
｢環境・社会への配慮がなされた不動産｣を評価する認証制度です。

DBJは、投融資による不動産開発・改修資金等への財務面でのニーズ対応に加え、
「DBJ Green Building認証」を通じて

お客様の環境・社会配慮に関する取組みを、CSR・IR・リーシングPRでもサポートできます

事業者様のGreen Buildingに対するお取組をサポートします
CSR活用
IR活用
物件のリーシングPR

株主・投資家へのアピール…

リーシングに活用したい…

CSRとして活用したい…

 DBJは実務・実需に適した評価ツールを普及させることによって、「事業者」と「投資家・金融機関」の対話・協調を進めていき、これまで評価でき
なかった不動産の持つ環境・社会的側面について、不動産価値への反映を目指します。

 また同時に、金融機関・投資家に対して、不動産投融資への示唆・マーケットへの浸透を通じて、社会・経済に求められる不動産としての
“Green Building”が市場に蓄積され、評価される不動産金融市場の整備・育成に貢献していきたいと考えています。

DBJの目的・理念

ビルやオペレーションなどの
評価・フィードバックを受けたい…
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ソフト面・
マネージメント面を含めた
５つ視点の総合評価

建物の環境性能
省エネルギー・再生エネルギーの利用
（雨水利用・BEMS・Low-eガラス 等）

Ecology

テナント利用者の快適性・多様性
設備・スペック、テナント利用可能施設
（リフレッシュスペース・交通アクセス 等）

Amenity/Diversity

周辺環境・コミュニティへの配慮
景観、生物多様性、地域との関わり
（バリアフリー設計、屋上緑化 等）

Community

ステークホルダーとの協働
オーナー・テナント間の連携・IRを通じた取組
（テナントとの省エネ連携、BCP支援 等）

Partnership

リスクマネジメント
環境リスク対応・防犯対策・防災対策

（耐震性能・予備電源・ICカード防犯管理 等）

Risk  Management

2.-② DBJ Green Building認証制度の特徴：総合評価
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2.-③ DBJ Green Building認証制度の実績

・立ち上げ後3年間は平均50物件/年を認証。足下は70～80物件/年にペースアップ
・ロジスティクス版（2012年）商業施設版、レジデンス版（2014年）の拡充により、
認証の裾野は拡大。
・認証済物件の総延床面積は、足下10百万㎡を超過。

<認証物件数・延床面積の推移>
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認証例

三菱地所(株)

「丸の内パークビルディング」

 最新技術を駆使した環境性能

 ビジネスに加え、文化等を発信する空間を提供
（広場や美術館併設等）

 防災・防犯面の工夫に加え、高い利便性（フィッ
トネスクラブや充実した商業ゾーン）

 オーナーによる、テナントとの環境面での協働に
関する不断の取り組み（テナントに対する環境保
全の啓発活動等）

所在地：東京都千代田区
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2.-④ J-REITにおけるGB認証の普及状況

J-REIT（全56投資法人、3,431
物件）のうち、 2016年9月末時
点で33投資法人がGB認証を利
用しており、認証済み物件数の
合計は176物件。

ポートフォリオに占める認証済み
物件の割合（延床面積ベース）
は、33投資法人平均で22.6%

順位 投資法人名

認証済

物件数

（件）

認証済

延床面積

（㎡）

全延床面積

割合

1 野村不動産マスターファンド投資法人 17 550,547 27.5%
1 オリックス不動産投資法人 17 501,985 33.4%
3 日本プライムリアルティ投資法人 14 675,045 42.1%
4 日本リテールファンド投資法人 11 702,586 18.4%
5 ケネディクス・オフィス投資法人 10 121,785 24.2%
6 ＧＬＰ投資法人 9 610,169 26.2%
6 ケネディクス商業リート投資法人 9 246,315 32.2%
8 日本ビルファンド投資法人 7 327,348 30.7%
8 アクティビア・プロパティーズ投資法人 7 121,944 21.5%
10 産業ファンド投資法人 5 124,687 14.0%
10 福岡リート投資法人 5 310,408 28.2%
10 ジャパンリアルエステイト投資法人 5 314,836 11.3%
10 アドバンス・レジデンス投資法人 5 142,498 12.9%
10 積水ハウス・リート投資法人 5 86,911 43.0%
10 フロンティア不動産投資法人 5 511,455 33.1%
10 積水ハウス・ＳＩ　レジデンシャル投資法人 5 36,762 8.2%
17 東急リアル・エステート投資法人 4 124,895 45.6%
17 ＭＣＵＢＳ　ＭｉｄＣｉｔｙ投資法人 4 253,049 49.5%
17 日本ロジスティクスファンド投資法人 4 271,030 21.5%
17 ラサールロジポート投資法人 4 627,995 67.1%
17 ジャパンエクセレント投資法人 4 338,528 36.5%
22 日本プロロジスリート投資法人 3 356,975 16.5%
22 ケネディクス・レジデンシャル投資法人 3 12,983 3.5%
24 ユナイテッド・アーバン投資法人 2 39,156 2.8%
24 阪急リート投資法人 2 278,740 47.3%
24 日本アコモデーションファンド投資法人 2 125,706 18.6%
24 大和ハウスリート投資法人 2 99,694 5.8%
28 インベスコ・オフィス・ジェイリート投資法人 1 31,666 2.8%
28 日本賃貸住宅投資法人 1 9,267 1.5%
28 平和不動産リート投資法人 1 13,161 4.4%
28 森トラスト総合リート投資法人 1 191,394 24.4%
28 大和証券オフィス投資法人 1 97,978 15.6%
28 コンフォリア・レジデンシャル投資法人 1 71,817 20.5%

(33投資法人)合計 176 8,329,314 22.6%



21

会社
レベル

ポートフォリオ
レベル

資産レベル

• GRESBは会社・ポートフォリオレベルのESG評価指標

• CASBEE, DBJ GB認証などは個別資産レベルの環境不動産認証

2.-⑤ 不動産のESG投資とグリーンビル
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DBJは、昭和40年代の公害対策を皮切りに、これまで40年以上にわたり環境対策事業に
対して3兆円以上の投融資実績を有しています。

 2004年度には、それまで培ってきた知見をもとに、「DBJ環境格付」融資の運用を開始しま
した。これは、DBJが独自に開発した格付システムによる「環境格付」の手法を導入した世
界で初めての融資メニューです。

この他、平成23年度には、「DBJ Green Building認証」制度運用を開始し、環境や社会に
配慮した取り組みを金融面からサポートしています。

DBJは、平成29年1月にGreen Bond Principles（以下「GBP」）の発行体メンバーに参加し
ました。GBPは、国際資本市場協会（ICMA）および投資家・発行体・証券会社のメンバーで

構成され、グリーンボンド市場の透明性向上と情報公開を目指す自主的なガイドラインであ
る「グリーンボンド原則」の年次更新等を行っています。

3.-① DBJ社会的責任投資債（SRIﾎﾞﾝﾄﾞ）
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第1回 DBJ
Green Bond

第1回 DBJ
Sustainability Bond

第2回 DBJ
Sustainability Bond

時期 2014/10 2015/10 2016/10

発行額 EUR 250 million EUR 300 million USD 500 million

発行期間 3年 4年 5年

資金使途 DBJ GB認証取得ビル向け
の投融資

DBJ GB認証取得ビル向け
の投融資、環境格付融資

DBJ GB認証取得ビル向け
の投融資、環境格付融資

投資家タイプ

地理的分散

70.1%

29.9%
SRI
Investors
Non-SRI
Investors

18.1%

40.1%16.4%

25.4%
APAC

Europe

ME+Africa

49.6%
50.4%

SRI
Investors
Non-SRI
Investors

96.7%

3.3%

EMEA

62%

38%
SRI
Investors
Non-SRI
Investors

12.6%

22.2%

37.2%

28.0%
US

Asia -ex
Japan
EMEA

3.-② DBJ社会的責任投資債（SRIﾎﾞﾝﾄﾞ）の発行継続
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【参考】 SRI Bond市場は拡大中

・2013年からGreen Bondが拡大
・2015年は、より要件が厳格なGreen Bondの案件が限られていたため、
Sustainability Bond/Social Bondの発行が増加
・2016年は、発行体サイド、投資家サイドともに拡大してきており、
市場全体が大幅に拡大

<世界のSRI Bond市場規模>(mUSD)
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出典：Bloomberg
2016年10月17日現在
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4.-① グリーンインフラの研究
海外事例：ポートランド市環境サービス局によるグリーンインフラ事業と財政

• BESの業務管掌…グレーとグリーンの事業を統合的に運用：下水道事業、集中豪雨対策、合
流式下水道の改善、
グレーとグリーンのインフラ設置、住民啓発、河川・植生を含む流域環境の改善

• BESの事業予算の大宗は、レベニュー債の仕組みによって調達。今後グリーンボンドも発行予定
• 債券発行による投資家からの払込金をグリーンインフラを含む事業資金に充当
• 投資家への償還原資は、下水道料金収入をもって充てられる
• インフラ事業の受益者、償還原資の負担者が、行政界の区切りで上手く対応

https://www.portlandoregon.gov

投資家

元利払

下水道利用料収入
(歳入の９割)

グ
リ
ー
ン
・
グ
レ
ー

イ
ン
フ
ラ
投
資

レベニュー債

市民

購入代金

発行

（ BESへのヒアリングによる）

維持管理費予算 約$140m/年
設備費予算 約$100m/年

※利用料収入 ＞ 所要元利払額

ポートランド市環境サービス局 (BES)
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• 汚水と雨水が混ざり水質汚染や浸水の原因となっている合流式下水道（CSS）を改善する
計画（全米自治体に義務付け ）を、 Washington D.C.の上下水を管理するDC Water
が策定（2025年までに$2.6bnの投資）

• 2015年に当該計画のうち大規模地下下水道の一本を上流部のGIで代替するプランに更新
• 資金調達のため、2014/7に期間100年のグリーンボンド$350mを発行(年率4.81%)
• また、2016/9に期間30年のEnvironmental Impact Bond (EIB)$25mを発行

“DC Water’s Green Bond Report”
“DC Clean Rivers Project” https://www.dcwater.com/clean-rivers-project    https://www.dcwater.com/projects/rock-creek-green-infrastructure-project
U.S.EPA 2017 “DC Water’s Environmental Impact Bond: A First of its Kind”

投資家 • Goldman Sachs Urban Investment Group
• Calvert Foundation

特徴 • PJの成果に基づき支払が変動する「Pay for Success」
• 5年目に償還後、残存25年債として実質再発行
• 劣後債（元利払いはシニア債務に劣後）

4.-② グリーンインフラの研究
海外事例：Washington D.C.のグリーンインフラ戦略と資金調達の手法
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民有地での緑化対策
（例）

杉並区・神田川上流域 10年確率降雨(111mm/3h)

27

間地植栽化費用

雨水の流出抑制
（浸水被害軽減機能）

106億円

便益

グラウンド芝生化費用

費用

維持費用

B C

B

C

105.3億円

=1.01

今回評価した浸水被害
軽減機能以外にも、水
源涵養、水質改善、農
業生産など、考慮すべ
きの影響（便益）が想定
される…

※降雨継続時間３時間の10年確率降雨での浸水被害の期待値から総便益を算出した。
※上図の便益は総便益、費用は総費用であり、便益、維持費用は現在価値に割り引い

ている（施策実行期間50年、年割引率4％）。
参照：国土交通省「改定第3版 大規模公園費用対効果分析手法マニュアル」

• グリーンインフラ（都市緑地）を導入した場合の経済的効果をはかる研究を中央大学理工学研究所と共同実施
• 中央大学は、神田川上流域（主に杉並区エリア）約23㎢において、建蔽地の植栽化（一低専地区の住宅50％を対象）、グラウンドの芝生
化（257箇所を対象）を実施した場合の浸水被害の減少量をシミュレーションにより算出

• 当行は、家屋等浸水被害の減少額から、都市緑地による浸水抑制機能の費用便益を評価

③ 緑地創出による浸水被害の減少量算出

④ 被害額 原単位（円／㎡）

⑤ 緑地創出による総便益、総費用、B/Cの算出

① 現状の浸水被害量算出
② 緑地創出時の浸水被害量算出▲

＝
×
＝

内閣府HP

東京都HP

中野区妙正寺川付近、災害時http://www.bousai.go.jp/kohou/kouhoubousai/h20/07/special_02.html
東京都HP http://www.tokyo-sougou-chisui.jp/mokuteki/index03.html

浸透ます

私有地の植栽化

緑地の多面的機能の一部であ
る治水機能のみでも投下する
費用に見合った効果を得られる

417 
493 

441 439 
507 

380 404 416 369 

0
100
200
300
400
500
600

0 1 2 3 4 5 6 7 8

現況 緑地減少シナリオ 緑地創出シナリオ

浸
水
被
害
額
（
億
円
）

4.-③ グリーンインフラの研究
(FY2016)都市緑地がもたらす経済的価値に係る研究～神田川上流域を対象に～
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4.-④ グリーンインフラの研究
（FY2017) DBJ都市の骨格を再構築するグリーンインフラ研究会

① 日本での取り組みは導入期にあり、市場メカニズムを用いた公民連携の取り組みが必要
② インフラ更新期を迎える日本でも、定量的な費用便益分析に基づき、受益者負担の意識定着が必要
回 月 テーマ 発表題材

1 2017/8 イントロ 「グリーンインフラをめぐる国際的な動向：雨庭から気候変動適用策まで」
東京農業大学地域環境科学部造園科学科准教授 福岡孝則 座長

2 2017/9 公園
緑地

「都市の公園緑地が目指す３つの方向性とグリーンインフラ」
東京都東部公園緑地事務所工事課長 竹内智子 委員

3 2017/10 都市
農地

「農地であることの担保：土地利用規制＋農地として管理、都市経営の視点ほか」
国土交通省都市局公園・緑地景観課課長補佐 野村亘 オブザーバー
「都市農地とグリーンインフラ」
東京大学大学院新領域創成科学研究科自然環境学専攻講師 寺田徹 委員

4 2017/11 市街地
再編

「既成市街地にグリーンインフラを組み込む：エコディストリクトのアプローチ」
東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻准教授 村山顕人 委員
「人口減少社会におけるアーバンデザインとグリーンインフラ」
㈱竹中工務店技術研究所リサーチフェロー 三輪隆 委員

5 2017/12 財政
「WG2 海外調査の報告」
㈱日本政策投資銀行地域企画部 西山健介／岩田央（事務局）
「グリーンと財政」
一橋大学政策大学院・経済学研究科教授 佐藤主光 委員

6 2018/1 まとめ WG1報告・とりまとめ

その他外部
メンバー
(五十音順)

（顧問）豊橋技術科学大学学長 大西隆、東京都市環境学部大学特別教授 涌井史郎
（オブザーバー）東京都都市整備局都市基盤部施設計画 秋山真 担当課長、同市街地整備部企画課 阪井暖子 主任、
東京都環境局自然環境部 内藤義和 緑環境課長、国土交通省総合政策局環境政策課 東佑亮 課長補佐、同都市
局都市計画課 一言太郎 課長補佐、㈱ヴォンエルフ代表取締役 平松宏城
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今後の厳しい財政状況下で、老朽化し更新時期を迎える公的ストックへの対応が必要

<出典>2011年度及び2013年度の国土交通白書をもとに作成

財政制約下で公的ストックを再構築するため、公有資産マネジメント・PPP/PFIへの取組
が急務

 国土交通省が所管の社会資本10分野（道路、治水、下水道、港湾、公営住宅、公園、海岸、空港、

航路標識、官庁施設）について維持管理・更新費を推計。 2013年度に3.6兆円あった維持管理・

更新費が、10年後は約4.3兆円～5.1兆円、20年後は約4.6～5.5兆円程度になるものと推定

※投資可能総額：2010年度
以降横ばいとして設定

※更新費：耐用年数経過後、
同一機能で更新する場合に
かかる費用

※維持管理費：社会資本の
ストック額に応じて推計

0

1

2

3

4

5

6

2013 2023 2033

（兆円）

（年度）

3.6

4.3～5.1
4.6～5.5

図１ 維持管理・更新費の推計（2013年度国土交通白書より） 図２ 維持管理・更新費のイメージ（2011年度国土交通白書より）

5.-① 人口減少下・財政制約下での公共ｲﾝﾌﾗの再構築の方向性の検討
財政制約下での公共施設老朽化



30<出典>「PPP/PFI推進アクションプラン」

5.-② 人口減少下・財政制約下での公共ｲﾝﾌﾗの再構築の方向性の検討
PPP/PFI/ｺﾝｾｯｼｮﾝなどの類型整理
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5.-③ 人口減少下・財政制約下での公共ｲﾝﾌﾗの再構築の方向性の検討

公共施設整備・運営に係る主なＰＰＰ手法の活用イメージ（フェーズ別）

<出典>ＤＢＪ作成

設計・建設 維持管理・運営①
維持管理・運営②

（修繕・更新投資の最適化が課題に・・・）

ex．２～３年 ex．５～１５年 ex．５～１５年目 以降

公設公営 公 公 公 公 公

指定管理者
（公設民営）

公 民　（＝指定管理者） 民　or　公　（別途要検討）
  公 ｏｒ

  民
公

ＰＦＩ
（従来型三類型）

民　or　公　（別途要検討）
公

(サ型の
ケース)

民
(初期

投資等)

公

民　（指定管理者等）

コンセッション
(利用料金型施設のみ)

②新設ケース

民　（＝ＰＦＩ）
（ｏｒ　公）

 民  民

負担付寄附
（寄附後、指定管理等）

民
（建設後、施設を寄付）

  民 ｏｒ
  公

民
(初期

投資等)

手法

リスク分担事業フェーズ

コンセッション
(利用料金型施設のみ)
①既存公共施設ｹｰｽ

公 民　（＝コンセッション）
＜維持管理・運営＋更新・経営等へ期待＞

民

需要
変動
リスク

民　（＝コンセッション）
＜資金調達リスク負担による運営権一括支払等を通じた緊張感ある創意工夫経営へ期待＞

民

資金
調達
リスク

民　（＝ＰＦＩ）
＜但し、サ型の「運営」は公主体のケース多い＞

民
(更新等
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)



32<出典>DBJ作成

5.-④ 人口減少下・財政制約下での公共ｲﾝﾌﾗの再構築の方向性の検討

公有資産マネジメントを契機としたまちづくり再構築へのＰＰＰ／ＰＦＩ活用のポイント

維持・長寿命化、
包括管理

複合化・
集約化

内部転用 売却
建替・改修・

増改築
賃貸

公共施設等総合管理計画の策定

公有資産の再配置計画検討･策定

課題等
・庁内体制、財政連動
・優先順位、住民合意
・まちづくり
・広域連携・官官連携
など

現状機能の維持・拡充 現状機能の廃止

民間代替

可能性?

事業化検討

事業化

○ 全庁体制での推進

○ ゼロベースでの
事業手法検討・選定
（従来手法 or PPP ?、

PPPの中のどの手法 ?）

○ 民間担い手の育成

よ
り
川
上
段
階
か
ら
の
民
間
意
向
反
映
や
、
地
域
関
係
者
の
協
働

インフラ･マネジメント

庁内の推進態勢整備
＆

地域の推進態勢整備

等が重要
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12,420
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12,480

12,500

12,520
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当
た
り水
使
用
量
（
ℓ
/人
・日
）

給
水
人
口
（
万
人
）

給水人口・水使用量、更新率の推移
1人当たり水使用量 給水人口

1.16

1.00 0.97 0.94
0.88 0.87

0.79 0.77 0.77 0.79 0.76

更新率(数値、%)

全国1,348事業者（2014年度末。法適用企業）

課題1：給水人口の減少 （2010年をピークに減少、1人当たり水使用量も減少）

課題2：設備・管路の老朽化、更新対応 （管路更新率は0.76％、全ての管路を

更新するには約130年が必要） 今後の債務増加懸念も

<出典>総務省、厚生労働省

6.-① 我が国水道事業の課題の研究と対案の検討

-水道事業が直面する課題 ～収益減少・更新投資増加～
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6.-② 我が国水道事業の課題の研究と対案の検討

水道事業が直面する課題 ～技術承継・料金格差～

課題3：職員の高齢化、技術承継 （技術職員は50歳以上が約4割を占める）

課題4：料金格差 （最も料金が高い地公体と低い地公体の差は10倍近い）

3%

8% 8%

15% 16% 13% 12%

20%

7%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

-25 25-30 30-35 35-40 40-45 45-50 50-55 55-60 60- 歳

人

年齢別の技術系職員数（2014年度）
（数値は構成比） 水道料金の高い地公体（単位：円/10㎥）

水道料金の低い地公体 （単位：円/10㎥）

1位 群馬県長野原町 3,510

1位 兵庫県赤穂市 367

2位 北海道羅臼町 3,360

2位 静岡県小山町 384

3位 熊本県上天草市 3,132

3位 山梨県富士河口湖町 455

4位 福島県伊達市 3,078

4位 静岡県沼津市 460

5位 北海道増毛町 3,060

5位 東京都昭島市 518
<出典>日本水道協会

約４割

<出典>総務省「地方公営企業年鑑」をもとに作成
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6.-③ 我が国水道事業の課題の研究と対案の検討

水道事業が直面する課題 ～給水人口別の損益状況～

課題5：人口規模の小さな地域ほど経営が厳しい

（給水損益は、概ね人口5万人を割ると赤字 → 一般会計負担金等で補填）

給水人口別 損益状況（平成25年度）

金額 比率(%) 金額 比率(%) 金額 比率(%) 金額 比率(%) 金額 比率(%)

155 100.0 385 100.0 747 100.0 1,668 100.0 6,027 100.0

151 97.4 370 96.1 718 96.1 1,591 95.4 5,735 95.2

170 109.6 387 100.6 753 100.8 1,612 96.7 5,787 96.0

170 109.4 384 99.8 747 100.0 1,596 95.7 5,711 94.8

△ 19 △ 11.9 △ 14 △ 3.7 △ 29 △ 3.9 △ 5 △ 0.3 24 0.4

25 16.3 29 7.5 58 7.8 74 4.5 278 4.6

19 12.3 20 5.3 38 5.1 29 1.7 57 0.9

10 6.7 27 6.9 52 6.9 130 7.8 518 8.6

3 1.9 24 6.4 42 5.7 123 7.4 489 8.1純損益

損
益
計
算
書

（単位：百万円)

営業収益

給水収益

経常費用

給水損益

営業外収益

一般会計負担金等

給水費用

経常損益

事業者数

317,887

233

6,671給水人口(人）

124395

18,630

197

38,757

310

84,742

給水人口規模 給水人口15万人以上給水人口１万人未満 給水人口1～3万人 給水人口３～5万人 給水人口５～15万人

<出典>総務省「地方公営企業年鑑」をもとに作成
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6.-④ 我が国水道事業の課題の研究と対案の検討

水道事業の将来シミュレーション ～全国末端集計～

人口減少、設備更新対応により、30年後には6割以上の料金値上げが必要か
（債務残高も2倍近くに増加見込み） ※DBJ試算

年
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20
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供給単価

値上げ率（2015年度比）

（左軸）

円/㎥

6割以上の
料金値上げ

継続的かつ段階的な
値上げの実施

7年後から
値上げを開始

（右軸）

給水人口
1億1,998万人（2015年）

1億1,011万人
（2015年比▼8.3％）

9,542万人
（同▼20.5％）

円/㎥

<出典>ＤＢＪ作成



37

6.-⑤ 我が国水道事業の課題の研究と対案の検討

水道事業における課題 ～小括～

「官民連携を通じた(梃子とした)実質的広域化」

国内水道事業体の数の多さ (1,348団体) ＋ 現状の諸課題（ヒト･モノ･カネ､料金格差等） ＋ 将来予測

「広域化」 と 「(進化した)官民連携」が重要

行政レベルでの広域化の難しさ

※ 地域の実情に応じたソリューションが重要
大都市 中核都市 一般都市

 人口100万人超  人口十数万～数十万人  人口数千人～数万人
 技術・運営に高いノウハウあり  技術・運営に一定程度のノウハウ、

官民連携活用にも実績
 単体による経営に限界、技術承継に
課題あり

<出典>ＤＢＪ作成



38

【参考】 フランスにおける水道事業（概要）

 コミューン＝地方公共団体（全国で約36,000存在）が供給責任を有するが、
2013年時点で、約65％が民間委託

 委託先は上位3社で寡占状態のため、民間ベースで事実上広域化が実現

 パリ市等で再公営化の動きがあるが、実態は「公社化」（＝出資者の交代）

Veolia
34%

Suez
19%Saur

12%

その他民間事
業者
1%

公営
34%

民間委託の合計：66％
<出典>各社HPをもとに作成、Veolia/Suezは2015FY、Saurは2011FY

フランスにおける水道事業の委託シェア
（2013年）

総資産 売上高
Veolia
1853年にリヨン市にて設立。フランス
国内初の民間水道事業会社。世界
的水メジャーの1社

4.6兆円 3.2兆円

Suez
1858年設立。現在は水・廃棄物処
理事業を行う、同じく水メジャーの1社

3.5兆円 1.9兆円

Saur
1933年設立。水・廃棄物処理事業
やインフラ関連事業を行う

1,750億円 1,769億円

大手三社の概要
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【参考】 英国における水道事業（概要）

水道利用者

 英国の水道事業は、1973年に地域独占の10公社に広域化された後、1989年に民営化

 公社化以降、自治体関与は基本的になく、日本の電力に近いイメージ

 民営化以降、公的な規制・モニタリング機関であるOfwatが、サービス水準のモニタリング
や料金の規制を実施。この仕組みへの内外の評価は高く、外資含む民間投資も進展

英国における水道の歴史 英国における水道事業の枠組み

19世紀 産業革命に伴い、水需要が拡大

20世紀初 約2,000の水道事業者が存在

1945年 統合・中央集権化へ

1973年 流域単位で大きく10地域に再編
され、「水管理公社」設立

1989年 水管理公社や水道会社の株式
が売却され、民営化

現在 イングランド・ウェールズ
において上下水道会社21社

上下水道会社

給水

規制

料金
支払

Drinking Water Inspectorate

水質基準の監視機関（1990年設立）

The Water Services Regulation Authority

サービス水準のモニタリングや料金の規制
（1989年設立）

Consumer Council for Water

水道顧客審議会（2005年設立）

環境・食糧・農村地域省

（Defra）

上下水道事業
に係る政策決定

<出典>内閣府・日本政策投資銀行・日本経済研究所
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• ＥＵ環境規制対応や修繕・更新対応の結果、フランス・英国においては水道料金は上昇
（フランスの水道料金：1994年比約1.7倍（2012年時点）、英国の水道料金：1989年比約1.4倍（2011年時点））

• 一方、日本の水道料金はこの間横ばいが続いており、今後の更新対応等をふまえると値上げは不可避

(1994年を100として指数化、2010年以降は推計値）

(1990年を100として指数化）

100
108

115
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124
124 126 127

132 134
138

141
146

151
153

158

100

107

114
117 119 121

122
125

127 127
129
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144
148

151

100 102 104 105 106 107 108 110 113 115
118 120 122 124

128 128 130
133

136

90

110

130
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1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012

公営

民間

消費者物価指数

100
104 106 106

100 98
90

110

130

150

170

1990 1995 2000 2005 2010 2014

水道料金

消費者物価指数

フランスの水道料金

日本の水道料金

英国の水道料金

<出典>(公社)日本水道協会（2014）「平成26年度国際研修『イギリス水道事業研修』
研修報告」、BIPE “Public water supply and sanitation services in France”

【参考】 フランス及び英国における料金推移



41

6.-⑥ 我が国水道事業の課題の研究と対案の検討

【対案の一例】 官民連携を通じた実質的広域化スキーム ～イメージ～

～コンセッション等活用による広域的官民水道事業～

③ 複数地域からの委託による実質的広域化実現

① 「広域的官民水道事業体」の組成

② 核となる公共団体から運営等委託

広域的官民
水道事業体
（担い手）

利
用
料

金
支
払

サ
ー
ビ

ス
提
供

出融資

維持管理・
運営・更新

監視

A市 B町 C村 D市 E町

金融
機関

設立
主体

モニタリング
組織

OM企業
（地元・大手）

利用者

コンセッション・包括委託等の手法

コア

順次拡大

<出典>ＤＢＪ作成
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6.-⑦ 我が国水道事業の課題の研究と対案の検討

地域・都市規模別のソリューション選択 ～イメージ～

大都市 中核都市 一般都市

「大都市」
事業体

「中核都市」
官民協働事業体

国内
民間事業体

国外
民間事業体

大都市の支援 国主導
県・地域・
流域単位

担い手

都市規模

モニタリング

 各事業体は、地域の課題・実情に応じ早期に官民連携と広域化に踏み出すことが重要

 「官民連携を通じた広域化スキーム」についても、地域の課題・実情に応じたいくつかの先行的な
取組を通じて、複数の「担い手事業体」や「モニタリングの仕組」を早期に創出し、後に続く地域の
取組を誘発することが重要

<出典>ＤＢＪ作成
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6.-⑧ 我が国水道事業の課題の研究と対案の検討

複数の官民水道事業体形成と広域展開 ～イメージ～

 将来的には、複数の類型による官民水道事業体が各地域の中核的担い手として
広域事業体に発展し、国内水道事業再構築の一翼を担うことが期待

複数の官民水道事業体形成と広域展開イメージ

「大都市」事業体

「中核都市」官民協働事業体

国内民間事業体

国外民間事業体※ 上図は、全くのランダムなイメージ図

<出典>ＤＢＪ作成
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課題１．担い手の形成

 我が国水道事業の歴史・特徴等ふまえ複数且つ段階的な形成を期待

課題２．官民の適切な役割・リスク分担
 水道法改正 (今次国会にて審議予定) が 実現すれば、公共が水道事業者のままでコン

セッション活用が可能となる見込

 更に、将来的には地域の実情に応じた官民の適切かつ柔軟な役割・リスク分担を可能と
する、より骨太な制度設計が望まれる

課題３．モニタリング組織の整備

 高い技術力・公平性を有する第三者モニタリング組織が整備されることも重要

 更新投資の必要性を踏まえた水道料金値上げの妥当性や、経営の健全性等を当該機
関がチェックする仕組みにより、官民連携等を通じた安全・安心な水道 事業の推進が
期待

課題４．水道料金の算定基準

 算定基準の統一と透明性の確保の必要性

6.-⑨ 我が国水道事業の課題の研究と対案の検討

対案形成のための課題の整理
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